


業績修正の理由 

 

（１）売上に関する修正 

設計コンサルティング事業の設備設計受託業務において、住宅会社からの設計受託戸数が期初計画数

値を下回る見込みであることが主たる要因です。 

2014 年の住宅市場は当初より消費税増税に伴う駆け込み需要の反動減による住宅着工戸数の減少が見

込まれており、当社グループも当該要因を加味して当連結会計年度の設計受託戸数を計画しておりまし

たが、工事現場における技能労働者の不足による着工遅れ等も重なり、既存得意先からの設計受託戸数

が期初計画より減少することが見込まれます。 

 

上記を受けて、設計コンサルティング事業の売上計画を下記のとおり修正しております。 

 

第２四半期：期初計画 1,114 百万円 修正後計画 999 百万円（115 百万円減少） 

通期：期初計画 2,181 百万円 修正後計画 2,008 百万円（172 百万円減少） 

 

（２）費用に関する修正 

当社は、期初計画の段階よりスマートエネルギー事業を第２の創業と位置付け、2016 年に予定されて

いる電力小売の完全自由化に向けて先行投資を行う方針を掲げておりましたが、同日発表の「株式会社

エプコ・福岡県みやま市による大規模 HEMS 情報基盤整備事業の取組みについて」にありますとおり、大

規模 HEMS 情報基盤整備事業のコンソーシアムメンバーとして採択されたことを千載一遇の好機と捉え、

家庭向け電力小売市場への参入を加速するため、先行投資を前倒しで実施いたします。 

 

それに伴い、スマートエネルギーカンパニーにおける営業費用計画を下記の通り修正しております。 

 

第２四半期：期初計画 162 百万円 修正後計画 227 百万円（65 百万円増加） 

通期：期初計画 435 百万円 修正後計画 567 百万円（132 百万円増加） 

  

また、同日発表の「本社移転のお知らせ」にありますとおり、スマートエネルギー事業の業容拡大を

見越して、今年の 11 月に本社移転を伴う執務スペースの拡張を予定しております。 

当該移転が当連結会計年度の損益に与える影響としては、現段階で 67 百万円の費用増加と試算してお

り、当該費用につきましても通期業績予想の修正要因のひとつとなります。 

 

（３）先行投資 前倒し要因について 

当社は、同日発表の「株式会社エプコ・福岡県みやま市による大規模 HEMS 情報基盤整備事業の取組み

について」にありますとおり、大規模 HEMS 情報基盤整備事業のコンソーシアムメンバーとして採択され

たことを千載一遇の好機と捉え、本コンソーシアムメンバーとより一層の事業連携を図り、家庭向け電

力小売り市場への参入を加速させる方針であります。 

このため、エネルギー及びデータサイエンティスト等の IT 関連の人材採用、システム開発、オフィス

移転を含めた先行投資を積極的に前倒しいたします。 

 

大規模 HEMS 情報基盤整備事業とは、経済産業省及び一般財団法人エネルギー総合研究所が大規模 HEMS

情報基盤の構築等を実施する適切な実施主体（複数企業によるコンソーシアム）を公募により募集し、

その実施に対して補助金を交付する事業であります。 

 

＜大規模 HEMS 情報基盤整備事業のコンソーシアムメンバー＞ 

国内主要通信キャリアである東日本電信電話株式会社、KDDI 株式会社、ソフトバンク BB 株式会社及び

パナソニック株式会社の 4社がコンソーシアムの幹事企業を務める「大規模 HEMS 情報基盤整備事業」に、

当社がコンソーシアムメンバーとして採択されました。当社は HEMS 管理事業者及び HEMS データ利活用

事業者として、福岡県みやま市と共にコンソーシアムに参加いたします。 

 



【コンソーシアムの構成】 

 

 

（採択されたコンソーシアムの各事業者） 

東日本電信電話株式会社 

ＫＤＤＩ株式会社 

ソフトバンクＢＢ株式会社 

パナソニック株式会社 

福岡県みやま市 

株式会社エプコ スマートエネルギーカンパニー 

東京急行電鉄株式会社 

株式会社 TOKAI ホールディングス 

株式会社グリーン発電会津 

ヤフー株式会社 

東京瓦斯株式会社 

凸版印刷株式会社 

ONE エネルギー株式会社 

株式会社 NTT ファシリティーズ 

株式会社エネット 

株式会社 NTT ぷらら 

株式会社セブン＆アイ・ネットメディア 

株式会社大和総研ビジネス・イノベーション 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ソルコ 

株式会社構造計画研究所 

  



 

＜大規模 HEMS 情報基盤整備事業がもたらす効果＞ 

 

 １．HEMS の普及促進 

HEMS は家庭部門における省エネをサポートすることが主目的の機器であり、これが普及することによっ

て国全体として家庭部門のエネルギー消費の大幅削減を図ることが期待され、利用者にとっては省エネに

よる電気料金の削減がメリットとなります。 

 

２．HEMS の付加価値向上を可能にする新サービスやビジネスモデルの確立 

電気事業者の新規参入の円滑な促進を図るためには、全面自由化に加え、電力小売に附帯する様々なエ

ネルギーサービスを可能にする競争環境の構築が必要とされることから、HEMS から得られる電力のビック

データを利活用するための導入コスト低減を可能にする革新的な新サービスやビジネスモデルの確立が推

進されます。 

 

このような取り組みが実現されることによって、家庭向けの HEMS 管理事業者や新規の電力小売事業者に

よる多種多様なサービスが可能になり、将来的な電力小売市場での健全な競争環境の実現に寄与すること

が期待されております。 

 

当社は大規模 HEMS 情報基盤整備事業で得るノウハウやコンソーシアムメンバーとの事業連携を通じて、

2016 年の家庭向け電力小売り市場への参入を加速させる方針であります。 

 

 

【大規模 HEMS 情報基盤及びサービスの実現イメージ】 

 

 

（４）配当予想について 

 

なお、配当予想につきましては、平成 26 年 2月 14 日公表の予想数値から変更せず、年間配当金 55 円（中

間配当 25 円、期末配当 30 円）を予定しております。 

 

 

以上 
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